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果樹産業の動向 

世界のリンゴ産業ではいま二つの

勢力がぶつかり合っている。つまり、

現状維持路線の勢力と品種革新を旨

としたイノベーション勢力で、様々なリ

ンゴ生産国で、強弱様々な激しさでし

のぎを削っているのである。このせめ

ぎ合いの結果がどうなるかはこの先１

０年、２０年のリンゴ市場のあり様を決

するだろう。 

本稿は、このような状況を次の３点

に焦点を当てている。 

・リンゴ品種に関して２大勢力のせめ

ぎ合いに影響を及ぼす要因 

・中国を除く世界の主要リンゴ生産国

での品種の過去の推移と今後の動向 

・品種構成の変化が世界のリンゴ小

売業界や消費者に与える影響 

１．守旧勢力と革新勢力の戦い 

リンゴのような多年生作物の場合、

現状維持、つまり果樹園を現状のま

ま維持しようという考えは多くの生産

者が抱いているところである。彼らは

既に多くを現在の果樹園に投資して

いる。いま植栽されている果樹は、こ

の先かなりの期間、豊かな収穫をもた

らすはずである。生産者、貯蔵業者、

出荷業者、販売業者も現在の植栽品

種を前提にして、どのように販売数量

の極大化を図るか、個々の品種の弱

点をどう回避するか、そして長期的に

ではなく毎年一定の収益をどうすれ

ば確保出来るかということを熟知して

いる。 

非現実的価格プレミアム 

一方、イノベーションを迫る動き、

つまり品種革新を急がなくてはならな

いという考え方も高まっている。リンゴ

産業で「イノベーションを」という主張が登

場してきた最大の理由は、かつては、とて

もそんな高い価格プレミアムなどあり得な

いと思われていた水準のプレミアムをいく

つかの新品種リンゴが実現したという事実

である。 

米国における｢ハニークリスプ｣の生産量

は、２００６年には２万トンであったのが、２０

１６年には実に３０万トンへ増大している。

過去にこのような生産急増を記録している

品種には、生産が始まって間もない時期

の｢ガラ｣と｢ふじ｣がある。しかし、｢ガラ｣と

｢ふじ｣は登場直後こそ FOB 価格でほぼ１

００％の価格プレミアムを手にしたが、その

後生産量が急増するとともに価格プレミア

ムはあっという間に消えてしまった。しか

し、｢ハニークリスプ｣は市場に登場して１０

年経っても依然として高いプレミアムを確

保しており、現在でも、小売り段階で１ポン

ド当たり１ドル以上の価格プレミアムを得て

いる。 

このような｢ハニークリスプ｣の例が示すと

ころは何か。それは、多くの消費者は自ら

の嗜好に合う品種にならば前例のない程

高いプレミアムでも払うことを厭わないとい

うことであり、小売業界は｢ハニークリスプ｣

に負けないような新たな品種を待ち望んで

いるということである。｢スイータンゴ」や｢エ

ンヴィ｣のような新品種は現在のところ結構

なプレミアム付きの価格で売られている。

それがいつまで続くかは定かでないが、高

プレミアムに対する消費者や小売店の心

理的バリアーは乗り越えられたということは

確かである。 

競り勝つのは誰か 

リンゴ産業における｢ハニークリスプ｣に

匹敵する新品種発見に向け、高価格プレ

 



 

 

 
  2 

 

■ 2017 年 6 月発行 海外果樹農業ニュースレター 

  ミアムを確保できる品種の作出競

争開始の号砲が鳴った。｢ハニー

クリスプ｣自体は生産・流通等が管

理されたクラブ品種ではないが、

儲けを得ようとする「新品種発見競

争」の参加者たちは、新品種はクラ

ブシステムの下でこそ可能だと信

じ込んでいるようである。 

これまで、ある新品種を核にして

育種業者、品種管理会社、販売業

者、出荷業者、生産者を組み合わ

せた様々な取組が生まれている。

しかし、これらの多くは緒に就いた

ばかりであり、その多くがその新品

種リンゴの生産や出荷を統制する

としているものの、それがリンゴ市

場にどれ程の影響力を持てるのかは未

だはっきしない。その結果がどうなる

か、次章で見ることとしたい。 

２．世界のリンゴ品種状況の回顧と展

望 

長年にわたり、本誌を発行する

Belrose Inc.社は、その時々の主要品

種の生産動向を分析し、先行き１０年

の見通しを発表してきた。この分析で

は中国を除く世界の主要リンゴ生産国

をほとんどカバーしている。 

中国をこの分析で除外しているのに

は２つの理由がある。中国のリンゴ生産

量は極めて膨大だということと、その生

産量の３分の２以上が単一品種「ふじ」

によって占められていることである。こ

のことから、世界の品種動向を分

析するとき中国を含めると大きな偏

りを受けてしまう。このため、品種

動向の分析においては中国と中

国以外の国々に分けて行っている

のである。 

表１は、中国を除いた主要生産

国の主要品種ごとの生産量の割

合を２０１０年および２０１５年の実

績と２０２０年と２０２５年の見通しに

ついて、最も適切と思われるデー

タをもとに取りまとめたものである。

見て分かるように、これまでの品種

構成の変化はゆっくりとしたもので

あり、この先も引き続きゆっくりとし

たものになるだろう。というのは、こ

れまでと同じように行こうという慣性

の力がイノベーションを起こそうと

する力より強いからである。 

即ち、２０１０、２０１５、２０２０、２０

２５のいずれの年も「デリシャス」、

「ゴールデンデリシャス」、「ガラ/ロ

イアルガラ｣の３品種のみがシェア

１０％を超えており、これに次ぐの

が｢ふじ｣と｢グラニースミス｣だけ

で、いずれかの年シェアが５％超

となっている。 

中国以外の国々の「デリシャ

ス」、「ゴールデンデリシャス」、｢ガ

ラ｣/｢ロイアルガラ｣の生産量は２０

２５年まで引き続き５００万トンを上

回る水準を維持するだろう。｢ふじ｣

の生産量は２４０万トンを下回ると

見られるが、｢ふじ｣の大生産国で

ある中国を合わせると実に３,５４０

万トンと圧倒的水準と見込まれる。

なお、以前本紙は、世界のリンゴ

総生産量は今後１０年、年率１％

強で増大し、２０２５年には１億トン

近くに達すると予想した。 

品種構成の変化の傾向を概括

的に把握するため、品種を４つの

グループ、即ち、伝統的な主要品

種、主要な新品種、２０００年以降

に登場した新品種、その他の品種

に分けて分析した(表２)。 

｢デリシャス｣、｢ゴールデンデリ

シャス｣等の伝統的主要品種のシ

ェアは２０１０～２０１５年の間に５％

ポイント低下しているが、２０１５～

２０２５年には１％ポイント以下の低
 

表1　世界のリンゴ品種別生産量の割合（除く：中国）単位：％
順位 品種名 2010年実績 2015年実績 2020年予測 2025年予測

1 デリシャス 21.51 18.35 18.87 15.40
2 ゴールデンデリシャス 16.60 14.55 14.82 16.95
3 ガラ/ロイヤルガラ 13.91 14.00 14.85 15.82
4 ふじ 7.13 6.88 6.94 7.19
5 グラニースミス 5.55 5.38 4.91 5.12
6 アイダレッド 2.75 4.42 4.26 4.32
7 ジョナゴールド 2.46 2.76 2.70 2.68

8
クリプスピンク/ピンク

レディー
2.18 2.65 2.73 2.93

9 ジョナゴレッド 1.00 2.14 2.18 2.35
10 ブレイバーン 2.39 2.04 1.89 1.82
11 エルスター 1.43 1.45 1.29 1.22
12 マッキントッシュ(旭) 1.34 1.38 1.04 0.97
13 ハニークリスプ 0.41 1.00 1.42 1.72
14 ジョナサン(紅玉) 1.37 0.10 0.94 0.87
15 ローマビューティー 1.03 0.80 0.74 0.69
16 グロスター 0.50 0.71 0.70 0.70
17 エンパイア 0.56 2.50 0.45 0.43
18 王林 0.69 0.49 0.48 0.48
19 レイネッテ 0.41 0.49 0.42 0.43
20 メルローズ 0.31 0.44 0.36 0.38
21 つがる 0.40 0.41 0.35 0.36
22 ジャズ 0.32 0.40 0.43 0.50
23 ピノバ 0.13 0.39 0.42 0.53
24 レッドジョナプリンス 0.11 0.38 0.58 0.67
25 スパルタン 0.32 0.37 0.30 0.29
26 ボスクープ 0.30 0.36 0.32 0.31
27 コートランド 0.44 0.34 0.31 0.30
28 ブラムレー 0.37 0.30 0.26 0.27
29 ヨーク 0.03 0.29 0.24 0.24
30 コックスオレンジ 0.43 0.18 0.18 0.16
31 パシフィックローズ 0.15 0.17 0.16 0.15
32 ノーザンスパイ 0.18 0.16 0.15 0.12
33 サンダウアー 0.14 0.16 0.13 0.14
34 カメオ 0.18 0.14 0.12 0.12
35 ロボ 0.25 0.13 0.13 0.13
36 アンブロージア 0.07 0.12 0.26 0.36
37 ステイマン 0.15 0.12 0.11 0.08
38 陸奥 0.12 0.12 0.10 0.10
39 北斗 0.10 0.10 0.09 0.09
40 千秋 0.08 0.08 0.07 0.07
41 カンジ 0.00 0.04 0.06 0.09
42 イングリッドマリー 0.05 0.04 0.04 0.03
43 RIグリーニング 0.08 0.04 0.04 0.03

その他 11.80 13.77 14.41 13.72
合　　　計 100.00 100.00 100.00 100.00
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下と見込まれ、かなり減少速度は緩

慢なものになると見られる。これに対

し、｢ガラ｣/｢ロイアルガラ｣、｢ふじ｣等

の主要な新品種のシェアは、２０１０

‐２０２０年、２０１５‐２０２５年のいずれ

の１０年間も約２％ポイント増加して

いる。 

一方、新たに２０００年以降に市場

に登場した新品種でデータが入手

出来る｢ハニークリスプ｣や｢ジャズ｣

等の品種について、２０１０年から２０

２５年までの５年刻みでの推移を見

ると、いずれもかなりの速さでシェア

が拡大している。とはいえ、これらの

品種はスタート時の２０００年時点で

はかなり低いシェアから始まったこと

を考慮すると、２０２５年時点で６％

以上となるとは考えられない。 

これらのことを考慮すると、リンゴ

業界では２０２５年時点でもリンゴ市

場で主流を占めるのは、小売業界

や消費者にとってなじみの深い従来

の品種だと思われる。 

３．世界リンゴ市場における新品種

の影響 

今後１０年、リンゴ産業にとって新

しい品種のリンゴの重要性が増大す

ることは確実だろう。それと同時に、

世界のリンゴ市場で伝統的品種のリ

ンゴが最大の生産量を占め、この結

果、小売店頭でも、消費者の購入に

おいても最大の地位を占め続けるこ

とも確実である。 

近い将来予測されているリンゴ品

種の構成の変化は、生産、選果・梱

包、販売、小売等の業界及び消費

者にどういった影響を与えるだろう

か。 

新品種が価格プレミアムをどの程

度の期間維持し得るかが、新品種

の新植、既存品種の伐採の程度を

左右するだろう。 

価格プレミアムの確認 

価格プレミアムを確認し、それが

どの程度のものか数値化することは

思うほど簡単なことではない。通常、

価格プレミアムは新品種の平均価

格ないし代表的な価格と、主要な伝

統的品種１種類あるいは複数品種

の平均価格とを比較するという方法

で捉えられている。新品種の中でも

特に品質の優れた新品種が入手し

易いところでは、伝統的品種の価格

は抑え込まれるだろう。 

例えば、２０１６/１７年の米国のリ

ンゴ市場で大々的な販売活動が行

われた｢ハニークリスプ｣の価格は、

代表的な伝統的品種である｢レッド

デリシャス｣の価格に対し実に１０

０％のプレミアムを手にし、同じく新

品種である｢クリップスピンク｣のプレ

ミアムは５０％であった。 

新品種がプレミアムを得るというこ

とは、さもなければ伝統的品種の購

入に向かっていただろう消費者支出

の何がしかを新品種が奪ったという

こと、つまり消費者支出を巡る「共食

い」が起きたということである。新品

種のシェアが増大すれば、共食い

が加速化することを意味することに

なろう。 

共食いの進行 

品種間の共食い、つまりシェアの

奪い合いがどの程度の速さで進む

かを前もって見通すことは容易では

ない。しかし、その影響を予測する

ことはそれ程難しいことではない。

伝統的品種に大きく依存している生

産者、出荷業者、販売業者は、新

品種に大きく肩入れしている革新勢

力にシェアを大きく食われるだろう。

経営体としては、伝統的品種を減ら

し、新品種を増やすことによって収

益を補うことになるだろう。 

革新勢力にとって、問題は新品

種が市場でどれだけ長い間価格プ

レミアムを維持できるか、さらにはそ

のプレミアムもやがて減衰していくこ

とは必至であることを考えると、それ

に代わる次なる新たなプレミアム品

種を迅速に見出せるかが重要にな

る。プレミアム品種を維持しつつ、

次なる新たなプレミアム品種を生み

出すというのは相当なコストを要す

ることであるが、引き続き価格プレミ

アムを手にしようとするならば、既存

の新品種に対してさらに新しい新品

種をぶつけて共食いを制する意欲

が求められる。 

一方、既存の伝統的品種に固執

するならば、マーケットシェアの減少

と販売額の低下は不可避で、収益

確保のためには生産、出荷、販売

のあらゆる局面で絶えざるコスト削

減が不可欠である。 

新･旧品種の組み合わせを模索す

る小売業界 

小売業界への長期的な影響につ

いては、その業者が小売市場のど

の部分を主戦場とするかによって大

きく異なる。限られた数の伝統的品

種の販売をメインにするディスカウ

ント店の場合、これらの伝統的品種

をより低価格で販売することによっ

て、以前にも増して特売漁りの安値

を求める消費者を引き付けるだろ

う。逆の極端な例である新しくて素

晴らしい品種を求める消費者をター

ゲットに売り込もうとする小売業者

は、次から次へと出て来る新品種を

取り込むことによって利益を得ること

になる。 

とはいえ、小売店の形態は伝統

的品種と新品種のバランスをどうす

るかによって様々なものがあり得る。

短期的には、新品種を大量に取り

扱うことによって売り上げと収益増を

手に出来るだろう。しかし長期的に

 

表２　世界のリンゴ品種類型別生産割合(中国を除く）単位：％
類型 品種 2010年 2015年 2020年 2025年

伝統的主要
品種

デリシャス、ゴールデ
ンデリシャス、グラ
ニースミス

43.66 38.28 38.60 37.47

主要な新品
種

ガラ、ロイヤルガラ、
ふじ、ブレイバーン,
ジョナゴールド、エル
スター、クリプスピン
ク/ピンクレディー

30.50 31.92 32.58 34.01

2000年以降
の新品種

ハニークリスプ、ジャ
ズ、ピノバ、レッド
ジョナプリンス、パシ
フィックローズ、アン
ブロージア、カンジ

1.19 2.50 3.33 4.02

その他 24.65 27.30 25.49 24.50

合　　　計 100.00 100.00 100.00 100.00
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米国果実の生産･輸出動向 
ASIAFRUIT 誌(2017 年 4 月号) 

 

は、伝統的品種への需要の減少に

よって売り上げや収益の落ち込み

となりかねない。 

消費者の分断 

伝統的品種のリンゴについてど

の位まで安くなれば引き続き買おう

と考えるのか、あるいは新登場のよ

り魅力的な新品種リンゴに対してど

の程度まで価格プレミアムを認める

のか、これは個々の消費者の判断

に係っている。しかし、小売店頭に

どんな品種のリンゴを並べ、どんな

品種の陳列を少なくするかを決める

のは小売業者である。つまり小売店

で消費者が買える品種は小売業者

の判断によって大きく左右されるこ

とになる。 

消費者は小売店頭の品種を見

て、購入先を他の小売店に替えよう

ということもあり得ようが、消費者が

ある小売店を行きつけの店とするの

は、様々な要因を総合的に考えた

結果であり、ある品種のリンゴが無

いからといって他の店に行くというこ

とはあまりないだろう。消費者の選

択は小売業者の判断に大きく影響さ

れるのである。 

消費者の購買行動に関する研究

によると、先進国の富裕層の購買力

は増大を続けており、プレミアムを払

ってでも新品種を買おうという傾向が

強い。一方、消費者の半分から３分

の２は実質所得の停滞ないし減少に

直面していて、好きなものを気ままに

買うということもできない状態に追い

込まれている。 

このような豊かな人々とそうでない

人々に分断され社会の状況が今後２

０２５年にかけてどうなるかが、リンゴ

品種の革新に対するリンゴ市場全体

の対応のあり方に大きな影響を与え

るだろう。 

需要の制約 

ブランド品種でない一般的なリン

ゴに関していえば、生産者はこれ以

上価格が低くなって収益が確保でき

ないという水準に至らない限り生産を

拡大することができ、事実そうしてき

た。 

クラブ品種というものの裏に秘めら

れている考えは、市場での品薄状

態を意図的に作り出すということで

ある。クラブ品種の生産、販売は、

これ以上供給量を増やしたら高い

収益性を維持出来ないという水準

にまで価格が低下しないことを条件

に増大が認められる。理論的にい

えば、クラブ品種がとてつもなくユニ

ークなものならば、その価格は他の

品種にどうこう影響を受ける筈がな

いだろう。 

しかし実際のところ、市場で既存

のプレミアム価格品種に代わるもの

として登場してきた品種を見ると、

既存の新品種に置き代わるだけと

いうものが増えている。市場に新登

場して来る新品種は既にある品種

の価格を押し下げるだけで、こうい

った状況はさらに繰り返されるだけ

である。クラブ品種を一括りにして

いうならば、クラブ品種も一般的なリ

ンゴ品種と同様、過剰生産と価格

低下の影響を受けやすいのであ

る。 

２０１６年１１月にトランプが大統

領に選出されたことによって不透

明感が増している。選挙期間中の

同氏の見解は、貿易、移民、国家

安全保障及び多くの問題で国がど

のような方向に向かうのか惑わせ

るような感じであった。 

不透明感は市場を弱気にさせ

ている。米国の農産物業界の主要

分野の多くは年々外国貿易への

依存が強くなっていることから、業

界内においては２０１７年の年初に

不安感が高まった。以下は、アジ

ア太平洋地域に輸出している主要

な米国の生鮮果実分野に関し、今

後数か月間にわたって貿易に影

響を与えるいくつかの主要課題に

ついてのレビューである。 

ワシントン州産リンゴ 

 ワシントン州のリンゴ業界は史上

２番目の豊作と格闘しており、当然

のことながら多くの課題を抱えてい

る。一番はレッドデリシャスの供給

過剰である。業界の報告によれ

ば、３月初め現在、収穫された推

定３,９００万カートンのおおむね半

分がまだ販売されていない。伝統

的にアジアで最も需要の大きい品

種であるが、ワシントン州のリンゴ

販売業者は、現在実施中のロシア

による輸入禁止措置によって迂回

してきたヨーロッパ産リンゴと競争

している。このため、中東やインド

のような主要市場において米国産

のレッドデリシャスの需要の減少が

生じている。米ドルの通貨高も問

題を大きくしている。報道によれ

ば、レッドデリシャスとガラはどちら

も損益分岐点のレベル以下で販

売されている。こんなことは過去数

年間ではほとんどなかったことだ。

今年の貯蔵品の品質が芳しくない

という事実も「市場で販売しなけれ

ば」という圧力を増大させている。 

 高収量品種の植栽が続いてい

るので、毎年生産量が増大して

いることが、近い将来のワシントン

州のリンゴ業界を特徴付ける現

象だ。２０１６/１７年の生産量は、

現時点で概ね１億３,３００万カー

トンと予想されているが、この数

値が並みの数量だと考えられるよ

うになるかもしれない。数年のうち

に、生産量が１億５,０００万カート

ンを超えるのが標準的な状態に

なるとの予測もある。ワシントン州

においては、将来レッドデリシャ

スが減少し、ガラとふじは横這い

となることが見込まれる。現行のト

レンドは、もっと儲かるハニークリ

スプや知的所有権が存在するブ

ランド品種が更に多く植栽される

方向にある。 

北西部のナシ 

 ワシントン州のリンゴと異なり、

米国のナシの生産は比較的停滞
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した状態である。というのも、ワシン

トン州のリンゴの生産を空前の量ま

で拡大してきた矮性台木がナシで

はまだ開発されていないからであ

る。米国のナシの出荷量は基本的

に年間１,８００万～２,１００万カート

ンの間で推移している。今年の生

産量が１,８５０万カートン前後と少

ないのは、主に Green Anjou の生

産量の減少によるものである。この

品種は生産量の概ね５０％を占め

るため、FOB 価格は、シーズンが

始まった昨年９月以来、高値で推

移している。米ドル高と合わさっ

て、北西部産のナシの輸出量は昨

年来、著しく落ち込んでいる。業界

のデータによれば、アジアへの輸

出は２月中旬現在で２８％減少し

ており、中国向け（５２％減少）やイ

ンド向け（２８％減少）輸出に引き

ずられている。しかし、次期シーズ

ン、もし生産量が２,０００万カートン

を上回る回復をみせれば、このよう

な消極的な状態から急激に変化

する可能性がある。 

カンキツ 

 米国のカンキツの生産面積は縮

小傾向で、１９９６年の３３０,０００ha

から昨年の１７６,０００ha へと４７％

減少している。しかしながら、この

減少の約９２％はフロリダ州でおこ

っている。これはカンキツグリーニ

ング病によるものだ。その期間に、

オレンジの生産量は２億２,６００万

箱(収穫箱)から８,２００万箱に減少

した。また、グレープフルーツの生

産量は５,６００万箱から１,１００万箱

を下回るまでに落ち込んだ。もしカ

ンキツグリーニング病の治療法が

今後数シーズンのうちに見つから

なければ、フロリダ州のカンキツ業

界は歴史の中から消えてしまうの

は明らかなように見える。 

 １９９６年から２００５年の間に、カ

リフォルニア州もカンキツの作付面

積の減少が見られたが、その後、

主にマンダリンが多く作付けされた

ことによって回復した。米国農務省

によれば、「皮の剥きやすい」品種

の作付面積は、２００８年の約１３,０

００haから昨年は２４,０００ha近くに

まで増加している。生産量が増加す

るのに伴って、より多くのカリフォルニ

ア州産マンダリンが毎年アジア太平

洋市場へ販路を拡大することになり

そうである。ネーブルオレンジの作付

けは、２０１３年から２０１６年の間に主

に干ばつによって５,４００ha 近く減少

した（１１％減）。バレンシアオレンジ

の面積は、ジュース用の生産者手取

り価格が高かったおかげで安定して

いる。 

 しかしながら、カンキツグリーニング

病の恐れはカリフォルニア州のカンキ

ツ業界にも漂っている。アジア型キジ

ラミ（カンキツグリーニング病の媒介

昆虫だがまだカリフォルニア州では

病原体には感染はしていない）は多

くの州を越えて地域特有の病気の感

染源となっている。業界は３年から５

年以内にカンキツグリーニング病がカ

リフォルニア州で広がる可能性につ

いて観念しているが、病気のコントロ

トールに当たっては、フロリダ州のケ

ースよりもはるかに上手く対処できる

と確信している。 

カリフォルニア州産ブドウ 

 生産コスト（灌漑水、労働力）の上

昇にもかかわらず、カリフォルニア州

の生食ブドウの生産者は植栽面積を

増やし続けている。州の統計によれ

ば、カリフォルニア州の栽培面積は２

００７年から５７％急上昇して３８,０００

haを超えた。スカーレットロイヤル、オ

ータムロイヤル及びオータムキングな

どの高収量で食味の良い新品種が

毎年のように拡大している。これまで

象徴的であったが食味が良くない品

種であるトンプソンシードレスは、色

に問題のあるクリムソンシードレスとと

もに主にレーズン用に向けられてい

る。また、輸出されてきたレッドグロー

ブは、アジアの消費者の種なし品種

に対する嗜好の拡大の犠牲となっ

た。新しい品種の生産量は、古い世

代の品種の３倍になることがあり、年

間生産量が１億２,０００万カートンを

超えるのは時間の問題である。もし生

産量が１億３,０００万カートンに急増し

た場合でも、カリフォルニアの販売業

者は儲かる水準で販売するよう挑戦

することが可能であろう。輸出は２０１

６年の出荷量の３６％を占めて

おり、将来は益々大きな役割を

果たすことになるだろう。 

北西部産サクランボ 

 ワシントン州のリンゴやカリフォ

ルニア州のブドウと同様に、北

西部のサクランボの面積は拡大

を続けている。１９９１年以来、ワ

シントン州の栽培面積は約４,９０

０haから１９,６００haへと４倍増加

した。気象災害のあった２０１４

年を除いて、北西部５州の生産

量は、２０１１年以降の平均で約

２,１００万箱であった。若い木が

多いので、この数字は２,５００万

箱、可能性としては３,０００万箱

に近づくと予想されている。数

年前までは、この数字は北西部

のサクランボ販売業者にとって

脅威となるものであった。しか

し、光センサーを用いた選別シ

ステムの出現によって（ほとんど

の大きな選果場で導入されてい

る）、現在では果実の品質が良

い限り、２,５００万カートン以上

の出荷量を管理することができ

る。ただし、太平洋岸北西部の

不安定な気候のため、決して生

産量は保証できない。 

 輸出は業界にとって販売の組

み合わせの中で重要な役割を

担っており、平均して生産量の

おおむね３分の１が輸出に向け

られている。中国及び韓国は主

要な市場であり、南東アジアや

オーストラリア向けも着実に増加

している。欧州は、かつては業

界にとってシーズン後半におけ

る有望な輸出先であったが、主

にトルコ産果実との競合のた

め、また、年々面倒になってい

る残留農薬基準のためもあり、

今はトップテンの輸出先にも位

置づけられていない。もし２０１７

年の生産量が最終的に急増し、

新たな生産水準の段階に達し

たとすれば、北西部の業界は入

手できるすべての輸出注文に

対応して、FOB価格を受け入れ

可能な水準に保つことが必要だ

ろう。 
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  現地調査報告 

フランス：フランスの果実消費動向    フランス現地情報調査員 佐川 みか 

   フランスの農業補助金の窓口

であるフランスアグリメールは、今

年４月に「２０１６年の青果物消費

動向」を発表した。この資料は、

人口構成を考慮して選ばれた１

万２千世帯を対象にカンターワー

ルド社が行ったパネル調査をもと

に作成されたものである。それに

よると、２０１６年にはフランスの生

鮮果実の平均購入価格は kg 当

たり２．３９ユーロで、２０１５年と比

べて６．５％高かった。２０１１年か

ら２０１５年の過去５年平均値と比

べると１２．５％上昇している。価

格の上昇にも関わらず、家庭の

年平均果実購入量（８４．９Kg）は

前年比で０．４％とわずかではあ

るが増加した。その結果、家庭の

年平均果実購入支出額（２０３．３

ユーロ）は前年比で６．９％、過去

５年平均値比で１４％増えた。家

庭の年平均果実購入回数は４６．

２回で １．６％増えているが、一

回の購入量は１．９kg から１．８kg

とわずかながら減った。 

２０１６年は気候条件が悪く、供

給が十分ではなかった。このた

め、前年比で価格(a)が上がり、購

入量(b)が減って、購入支出額(c)

が伸び悩んだものが多い。リンゴ

（a：＋４．６％ b：－３．２％ c：＋

１．２％ )、モモ・ネクタリン (a：＋

５％ b：－１．２％ c：＋３．７％)、

アンズ (a ：＋９．３％  c ：＋４．

３％)、プルーン (a：＋１１．４％ 

c：＋２％) などがその例である。

サクランボは供給量が大幅に縮

小し、価格が２０％以上高くなった

ものの購入量が少なかったため、

購入額が前年比より３．９％減っ

た。一方、キウイは価格が前年比６．

１％下がり、購入量が１６．５％増え

て、購入支出額も９．３％増えた。客

層が広がったことと、購入回数が増

えているからだ。イチゴ、ブドウは、

価格が上がったものの、上げ幅は小

さく、キウイと同様、客層が広がり、購

入回数が増えている。柑橘類では、

オレンジも価格が上がり(＋９．３％)、

購入量は減ったが(－２．１％)、購入

支出額は７％増えた。レモンは価格

が２３％上がったが、購入量も伸びて

(＋７．３％)、購入支出額は３０％以

上伸びた。クレメンティン・マンダリン

は、価格が安定していたものの、購

入量が伸びず、購入額は減った(－

１％)。熱帯果実は価格も上がった

(＋６．７％)が、購入量も増え(＋４．

５％)、購入支出額は増えた(＋１１．

５％)。購入支出額で見るとバナナ

(＋９％)、アボカド(＋２１％)が牽引し

ている。特にアボカドは客層も購入

回数も増え続けている。 

 

家庭のタイプ別の購入動向は、こ

の資料では、残念ながら果実と野菜

をまとめたものしか発表されていな

い。それによると、果実・野菜購入量

全体に占める６０歳以上の高齢者の

購入量の割合は４６％であった。一

方、「２０～３０歳台の子供のいない

世帯」、「４０歳代の子供のいない世

帯」、「乳児のいる家庭」、「児童のい

る家庭」は人口では４２％を占める

が、生鮮青果物の購入量は全体の３

０％に過ぎない。高齢者の年間購入

回数（８５～８７回）も平均の６５回を

上回っている。野菜・果実の平均年

間購入量が１６９kg であるのに対し

て、「２０～３０歳台の子供のいない

世帯」では９３kg と非常に少な

い。また、「乳児のいる家庭」では

購入量が前年比で３．９％減、過

去５年平均値比でも３．７％下が

っていて、減少傾向が続いてい

る。 

 

これらの結果を見ると、リンゴ、

西洋ナシ、アンズ・モモ類などフ

ランス人が慣れ親しんできた果実

だけでなく、外来の果実への関

心が広がっているようだ。レモン

やアボカド、キウイの伸びは、新

しいものを受け入れるのに非常

に時間のかかるフランス人も健康

志向に影響されていることを示し

ているのではないだろうか。価格

が高くなっても、購入量が僅かな

がら増加し、購入支出額もかなり

増えていることも、「果実は健康

に良い」というイメージが定着して

きたことを示しているように思われ

る。しかし、家庭のタイプ別の購

入動向を見ると、そうした傾向は

一様ではない。グループによって

購入量が減っている世帯もある。

外食の多い世代や、食料品のオ

ンライン購入の増加も生鮮青果

物の購入に影響しているようだ。

特に、乳児のいる家庭の場合、

ほとんどが共働きで時間もなく、

冷凍食品や保存食が増えている

と想像できる。時間をあり余す高

齢者世代が購入回数も、購入量

も多いのと対照的である。購入量

の伸びた果実を見ると、２０１６年

は果実の輸入が増えたと思われ

る。フランスのここ数年来の輸入

超過傾向がさらに強まっているよ

うだ。 
 

豪州：植物防疫対策の強化ほか     豪州現地情報調査員 トニー・ムーディー 

植物防疫対策の強化 

ビクトリア州北西部のミルデュー

ラ地方のカンキツ生産者とブドウ生

産者は、総額２５万ドルに上る病害

虫対策と輸出機会創出事業を含む

３本の植物防疫対策で恩恵を受け

られるだろう。副首相兼農業及び水

資源相は、地元（Mallee）選挙区選

出の下院議員(国民党)と共にミ

ルデューラを訪れ、植物防疫対

策の強化及び園芸作物の輸出

促進を含むプロジェクトを実施
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タイ：プレミアムグレード果実の輸入・販売会社の動き 
タイ現地情報調査員 坂下 鮎美 

 

すると表明し、「わが連立政権(自

由党と国民党)は、カンキツ植物

防疫監視対策の強化のための事

業に８．８万ドルを支出する。これ

により、政府とカンキツ産業が協

力して病害虫の早期発見に向け

た監視活動が強化され、豪州の

カンキツ生産や輸出に影響を与

えている様々な病虫害の被害を

抑えることが可能となろう。今後も

この状態を維持して発生の早期

発見に努めることにより、被害の

拡大を防ぎ、病虫害の根絶対策

経費の縮減も可能となろう」と語

った。さらに、「この事業は、現在

事業実施中の地域が病虫害の

清浄地域である事実を明らかに

する取組に資するものであり、そ

れによって新たな輸出市場の開

拓、既存市場の維持により輸出

振興に資するだろう。豪州産果

実の輸出相手国は、豪州からの

輸出に当たって強力な植物防疫

対策の実施、病虫害や病疫に対

し清浄であることを示す確たる証

拠を示すよう求めているからだ。

輸出業者にとっては手続きの迅

速化が可能となり、生産者は海

外市場でより高い価格で販売出

来るようになろう。加えて、政府は

ワイン醸造用ブドウ生産者組織

に対し、ブドウ産地全体でアブラ

ムシ対策事業を継続的に実施す

るために８.８万ドルの助成を行う」

とも述べた。 

注）ブドウの根に寄生するアブラムシの一

種で日本語名はブドウネアブラムシ。樹体

を枯死させる。 

また、「ビクトリア州政府によって

設立された農業支援組織に対して

７.５万ドルを出資し、予期せざる病

疫発生に対する緊急対応事業の効

率化を図る」とも語った。 

ミルデューラ地方は豪州園芸農

業において、生食ブドウの７５％、干

しブドウの９８％、ワイン醸造の２

０％、カンキツ類の２４％を生産する

重要な地位を占めている。 

 

新青果物取引規準の施行 

２００７年に青果物生産者と卸売

業者の取引を律するために施行さ

れた青果物取引規準が見直され、２

０１７年４月１日から新規準が施行さ

れた。この取引規準は、青果物の生

産者と卸売業者の取引の適正化、

つまり青果物生産者と卸売業者間

の取引の透明化を目的に、豪州競

争及び消費者委員会(ACCC)によ

って実施されているもので、施行後

１０年で見直しが行われ、内容の強

化が図られた。政府は、役所仕事的

な規制をなくした上、卸売業者との

取引において農家の適正な収入を

確保しようとしている。豪州の園芸農

家は、連立政権による新規準によ

り、生産者と卸売業者の間で争いが

起きた時、より迅速かつ適正な解決

を得ることが可能となると見込まれ

る。 

強制力を持った新規準は、中

立的立場の学識経験者からの聴

取等を通じて取りまとめられ、

様々な懸念等に対処する内容と

なっている。 

新規準は、生産者と卸売業者

の青果物取引の公正性、透明性

の確保を図るためのもので、罰則

規定も盛り込まれている。４月１日

以降、生産者および卸売業者は

書面をもって所定の青果物取引

契約を交わすことが義務付けられ

た。旧基準の下で交わされた契

約ないし取決めは１２カ月の猶予

が認められているが、２０１８年４月

１日までに新基準に則したものに

改めなくてはならないとされてい

る。新規準は旧規準の不要な条

項が削られ、価格決定、プール計

算等で生産者と卸売業者がより柔

軟な対応をとれるようにした。 

新規準によりACCCは、規準違

反に対し迅速に対処するために

より強力な権限が与えられた。ま

た ACCC には、生産者と卸売業

者の間で取引を巡り争いが生じた

とき、法廷に持ち込まずに適切な

解決が図られるよう誠実に当事者

間の利害調整を行うことが義務づ

けられた。これにより、生産者は適

時適正な代金を手にすることがで

きるとともに、農村や地域で青果

物産業に携わる人々に対する信

頼を確保することができるようにな

るだろう。 

プレミアムグレードの果実を輸

入・販売するワッチャモン・フード

社社長のウィパウィ・ウァッチャラ

コン氏によると、タイ政府は現在、

国の経済構造について、重化学

工業を中心とする経済から｢デジ

タル化｣、｢テクノロジー｣、「イノベ

ーション」、「生産性」、「サービス

貿易」を中心とする持続的な付加

価値を創造できる経済｢タイランド

４.０｣への移行を試みている段階

であるという。これに対応して、同社

では商品を集荷するハブと商品を

展示できる店舗を併設することがで

きるロジスティック施設を都市部に

建設することを試みている。このよう

な施設があれば、消費者へ届くまで

の時間・距離を短縮することができ

るためである。また、店舗では、果実

の小売のほか、需要が増えつつあ

る贈呈品用のフルーツバスケットの

販売を行なう。このほか、店舗から

果実を配送するのみでなく、様々

な形態で品質・鮮度の良い果実

を提供することを試みる。その一

環として、同社はマクドナルド社

の子供向けセットメニューHappy 

Mealに、Ready to Eatの状態にな

った果実を提供したり、パーティ

ー会場において果実のケータリン

グサービスを開始するという。 

同社は、６月６日からマーケティ

ングキャンペーンとしてプレミアム
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果実フェアをバンコク市内のショッ

ピングモールで開催し、１パック１０

０バーツのニュージーランド産のり

んご｢ジャズ｣を９バーツ、１パック２

００バーツのアメリカ産チェリーを３９バ

ーツといった破格値で販売して話題を

呼んでいる。【２０１７年４月の為替は１バ

ーツ＝約３.２円】 
 

 

加工用パインアップル（未選）の月別農家庭先価格(2010年1月～2017年5月）

年 1月 2月 3月 4月 5月 6月

2015年 8.51 9.35 9.79 9.75 9.59 10.00

2016年 10.43 10.54 9.75 9.33 10.35 11.95

2017年 7.62 6.37 6.70 6.12 4.62

7月 8月 9月 10月 11月 12月 平均

10.56 10.79 11.26 11.85 12.18 10.52 10.35

12.22 11.50 10.89 10.69 9.96 8.34 10.50

出所：農業経済局 単位：バーツ/ｋｇ

米国の有機農産物販売額が増加 

The Packer電子版(２０１７年６月１日) 

２０１６年の米国の有機農産物の販

売額は、２０１５年に比べると増加率

はわずかに下回ったが、力強く拡大

した。有機トレード協会（OTA）の２０１

７年度調査報告によると、２０１６年の

有機果実、野菜の販売額は前年に

比べ８．４％増加し、１５６億ドルに達

したそうだ。 

 なお、２０１６年の調査報告による

と、２０１５年の販売額は、前年を１０．

５％上回る１４４億ドルであった。 

 OTAによると、果実、野菜分野は全

有機農産物販売額の４０％近くを占

め、また、果実、野菜全体の販売額

の増加率が３．３％であったのに対し

て、８．４％の伸びであるとのことだ。 

 OTA の推定値には生鮮だけでなく

加工果実、野菜も含まれているが、

生鮮果実、野菜の占める割合は９

０％程度だと説明している。残り１０％

は缶詰、冷凍品、乾燥品である。 

 OTA のために栄養学ビジネスジャ

ーナルが２月、３月に行った調査によ

ると、今や有機果実、野菜は、アメリ

カ人が口にする生鮮農産物の中で１

５％くらいを占めているという。 

 OTA の調査によると、全ての有機

農産物の販売額は４３０億ドルで、前

年に比べて３３億ドル、８．４％の増加

であったそうだ。これは食品販売額全

体がほぼ前年と同じ０．６％の伸びで

あったのに比べると大きく上回って

いる。調査はオンライン販売も対象

にしており、有機食品の全食品に占

める割合は５．３％であるとしている。 

 

 「有機産業は、農家の収入にとって

も販売業者の売上にとっても明るい

光となり続けている」と OTA の CEO

である Batcha 氏はプレスリリースの

中で語っている。 

 一方、Batcha 氏はこの分野の成長

に当たっては課題があるという。 

 「拡大する有機農産物需要に対応

するためにはより多くの有機農業生

産者が必要だ。また、さらに成長す

るためにはツールが必要だ。つまり、

連邦政府、州政府、地域計画の段

階で有機農業研究を推進し、農業

者が成功を収められるような情報を

提供することが必要だ」と語ってい

る。 

 

 

 
クラブ制品種のアンブロージアは２０１７

年６月に米国内での特許が切れる。 


